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証券コード７９５３

株主各位

菊水化学工業株式会社
代表取締役社長 山 口 　 均

名古屋市中区錦二丁目１９番２５号　日本生命広小路ビル

平成２８年６月１４日

第５９期定時株主総会招集ご通知

拝啓　　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第５９期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成２８年６月２８日（火曜日）午後５時３０分
までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

１．日　　時 平成２８年６月２９日（水曜日）午前１０時

２．場　　所　　　名古屋市中区丸の内二丁目５番１０号

　　　　　　　　　アイリス愛知　２階　コスモス

３．会議の目的事項

　　　報 告 事 項 第５９期（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）事業

報告、連結計算書類及び計算書類の内容並びに会計監査人

及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　　　決 議 事 項

　　　第１号議案　剰余金処分の件

　　　第２号議案　取締役７名選任の件

　　　第３号議案　監査役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。

◎招集通知添付書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項を
インターネット上の当社ウェブサイト（http：／／www．kikusui－chem．co．jp／）に掲載いたしますのでご了
承ください。

最終データ保存日：16.05.14/16.05.25
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［添付書類］

事 業 報 告
平成２７年４月１日から
平成２８年３月３１日まで

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果
　　　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の改善が見られるなど、景気の緩
やかな回復基調が続きました。しかし、個人消費については本格的な消費回復とは言
えない状況にあり、海外の景気動向については不透明な状況であるなど、今後の景気
に与える影響は不透明であります。

　　　このような状況のもと、当社グループは、従来の経営方針である「下地から仕上げ
まで～技術力の創造～」、「総合塗料メーカーをめざす」方針を掲げ、良い伝統を築い
ていく所存です。

　　　当連結会計年度においては「ロイヤルセレクション」と題し耐候性に優れた塗料を
パッケージ化し、市場での普及促進に努めました。また、物流の見直し、全社を挙げ
てのコストダウンに努めるとともに、新製品の開発及び販売、新規顧客の獲得に向け
て積極的な営業活動を展開し、工事においては、品質、安全管理の強化による販売体
制を整え、シェア拡大に努めました。また、リフォーム市場の復調という環境下に加
え、前期においてリフォーム用の高付加価値新製品である「デラフロン」シリーズを
市場に投入したところ、顧客の皆様よりご指名頂き、戸建住宅の改修工事の売上を伸
ばすことができました。

その結果、当連結会計年度における業績は、連結売上高は２１９億６１百万円（前期比
４．７％増）を計上することができました。
利益面におきましては、連結営業利益は５億７２百万円（同３７．３％減）、連結経常利益
は６億２３百万円（同３２．７％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は３億９２百万円（同
５０．１％増）となりました。

　　　今後も、更なる企業価値の向上に努めてまいりますので、引き続き変わらぬご支援
を賜りますよう、お願い申しあげます。

（２）資金調達等についての状況
　　　①資金調達
　　　　　当期は、経常的な金融機関借入による資金調達のみであり、特記すべき事項は

ありません。
　　　②設備投資
　　　　　当期中に実施した設備投資は、子会社を含め総額８億３７百万円であります。主

なものは、工場設備の建設及び製造設備の購入等であります。
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期別

区別

売 上 高

経 常 利 益

１株当たり当期純利益

総 資 産

純 資 産

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（円）

（百万円）

（百万円）

（当連結会計年度）

（３）直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

親会社株主に帰属
する当期純利益　

（平成２８年３月期）
（平成２７年３月期）（平成２６年３月期）（平成２５年３月期）

１９，４３３

６７２

４４１

４３．１１

１５，３８９

７，６０７

２１，２５６

８２１

４５２

４３．９０

１５，９７５

８，０１２

２０，９７５

９２５

２６１

２３．７４

１６，８０９

９，４７３

２１，９６１

６２３

３９２

３１．４３

１６，８０４

９，６１３

（４）対処すべき課題
　　　当社グループの属する建築塗料業界におきましては、グローバル化がより進むこと
になり、企業間競争はますます激化しております。このような状況の中で、当社グ
ループは、「みんなのために・よりよい商品・ゆたかな愛情」を社是とし、「下地から仕
上げまでの総合塗料メーカーをめざす」という新たな方針を掲げました。このような
方針を実施し、大きな飛躍を図ることのできる経営体質を確立することが当社の課題
と考えます。

　　　この課題に対して、次の内容に取り組み、更なる業績の拡大を図ります。
　　　①人材の確保及び育成
　　　　　「下地から仕上げまでの総合塗料メーカーをめざす」という新たな方針を掲げ

た当社にとって、人材の確保と育成は最重要課題と位置付けております。採用に
つきましては、塗料業界に精通した人材の確保のため中途採用のみならず、新卒
採用についても積極的に進め、あらゆる手段を講じて優秀な人材の確保に努めて
まいります。

　　　　　人材育成については、新入社員及び管理者への社員教育を実施することにより、
従業員の意識向上、業務能力の向上に努めてまいります。

　　　　　その一方で人事評価制度の確立、全社的な労務管理を行うとともに、労働安全
衛生の推進を図ることでより良い労働環境の整備、運用に努めてまいります。

　　　②高品質、安全な製品の販売及び工事の提供
　　　　　製品、工事の高品質、安全を確保することは最重要課題と認識しており、当社

グループにおきましては、適時適切に顧客に製品、工事の提供ができるよう、災
害対応のＢＣＰ（事業継続計画）を考慮した仕入先の構築を行うとともに、製造
工場において原価低減活動を伴う高品質な製品の製造に努めてまいります。

　　　　　また、施工管理体制の充実を図るとともにメーカー責任施工の特徴を活かし、
既存顧客及び新規顧客に対しても高品質かつ安全な工事の提供に努めてまいり
ます。

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20/16.05.25
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最終データ保存日：16.05.16/16.05.20/16.05.25

　　　③各部署連携によるコストダウンの推進及びシナジー効果の創出
　　　　　企業間競争が激化している状況のなか、当社グループ各部署との連携は最重要

課題と認識しております。具体的には、各部署連携による製造原価低減、高品質
な製品製造、販売支援、顧客ニーズに合った製品の開発などのシナジー効果の創
出に努めてまいります。

　　　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申しあげます。

（５）主要な事業内容
　　　①塗料及び塗材の製造、加工並びに販売
　　　②土木用及び建築用等の化学工業品の販売
　　　③土木材料及び建築材料の製造、販売並びに施工

（６）主要な営業所及び工場並びに使用人の状況
　　　（　）ア主要な営業所及び工場
　　　①当社
　　　　本　社　名古屋市中区錦二丁目１９番２５号日本生命広小路ビル

工 場 茨城、各務原（岐阜県）、犬山（愛知県）、福岡
（計４工場）

（汎用塗料事業本部）支店
仙台（宮城県）、東京、名古屋（愛知県）、関西（大阪府）、福岡

（計５支店）
（汎用塗料事業本部）営業所・出張所

札幌（北海道）、北関東（茨城県）、埼玉（※）、千葉、横浜（神奈川県）、新潟、
松本（長野県）、金沢（石川県）、静岡、岡山、広島、松山（※愛媛県）、
北九州（福岡県）、熊本（※）、大分（※）、鹿児島、沖縄（※）

※は出張所
（計１７営業所・出張所）

（汎用塗料事業本部）工事部
関東（東京都）、中部（愛知県）、関西（大阪府）

（計３工事部）
（住宅事業本部）営業部

埼玉、関東（東京都）、横浜（神奈川県）、東海（愛知県）、関西（大阪府）
（計５営業部）

（住宅事業本部）営業所
仙台（宮城県）、北関東（茨城県）、千葉、長野、金沢（石川県）、静岡、
京都、神戸（兵庫県）、広島、松山（愛媛県）、福岡、熊本、鹿児島

（計１３営業所）
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　　　②当社の従業員の状況

従 業 員 数

４６３名

前連結会計年度末比増減

１７名増加

（注）１．上記には、定年再雇用者（１３名）、契約社員（４０名）及びパート（８３名）は含んでおりません。
　　　２．当連結会計年度末日の従業員数を記載しております。

従 業 員 数

４２１名

前期末比増減

６名増加

平 均 年 齢

３５．６１才

平均勤続年数

１１．１年

（注）１．上記には、定年再雇用者（１３名）、契約社員（４０名）及びパート（８３名）は含んでおりません。
　　　２．当事業年度末日の従業員数を記載しております。

（７）重要な親会社及び子会社の状況

　　　①重要な親会社の状況

　　　　該当事項はありません。

最終データ保存日：16.05.16

　　　②子会社

　　　　日本スタッコ株式会社

　　　　本　社　滋賀県湖南市石部口三丁目１番１号

　　　　工　場　滋賀工場

菊水化工（上海）有限公司

　　　　本　社　上海市長寧区婁山関路８３号　新虹橋中心大厦９０４室

　　　　菊水香港有限公司

　　　　本　社　１－３　Pedder　Street，　Central，　Hong　Kong

菊水建材科技（常熟）有限公司

　　　　本　社　江蘇省常熟経済開発区通港路８８号６階

　　　　台湾菊水股　有限公司

　　　　本　社　台北市大安區敦化南路二段５９號９樓

　　　（　）イ従業員の状況

　　　①企業集団の従業員の状況
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（８）主要な借入先及び借入額の状況

　　　②重要な子会社の状況

名 称 資本金

４０百万円

１０百万元

１３億６０百万円

６２百万元

出資比率 主要な事業内容

建築・土木用下地調整塗材の
製造販売

建築塗料及び塗材の販売

投資、化学品建築・土木材料
及び製品、機械の製造販売　

建築塗料及び塗材の販売

械の製造販売

菊水化工（上海）有限公司

１００．０％

１００．０％

１００．０％

９０．０％

６６．７％１３．５百万ＮＴ＄

日本スタッコ株式会社

菊水建材科技（常熟）有限公司

菊 水 香 港 有 限 公 司

（注）菊水建材科技（常熟）有限公司の資本金は払込資本を記載しております。登録資本金は９３百万元であります。

借 入 先

株 式 会 社 愛 知 銀 行

株 式 会 社 滋 賀 銀 行

明治安田生命保険相互会社

借 入 金 残 高

千円５７０，４２８

５００，０００

２００，０００

１４６，５５８

１００，０００

１００，０００

７０，０００

５０，０００

５０，０００

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

株 式 会 社 百 五 銀 行

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行

（注） 当連結会計年度末日の借入金残高を記載しております。

台湾菊水股　有限公司

高性能塗料、無機材塗料、機

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20/16.05.23/16.05.25
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株 主 名 持 株 数
千株

持 株 比 率
％菊水化学工業取引先持株会

株式会社ティー・サポート

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行

菊 水 化 学 工 業 社 員 持 株 会

株 式 会 社 愛 知 銀 行

遠 山 昌 夫

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行

長 瀬 産 業 株 式 会 社

豊 通 ケ ミ プ ラ ス 株 式 会 社

７３２

５８９

５２１

５２０

４５５

３３２

２５８

１７４

１６２

１６２

５．８５

４．７０

４．１６

４．１６

３．６４

２．６５

２．０６

１．３９

１．２９

１．２９

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

（注） 持株比率は自己株式（２３４，８９３株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

７

（９）剰余金の配当等の決定に関する方針

　　　当社の配当等の方針につきましては、利益還元を行なうことが当社の責務とし重要

な経営課題の一つとして認識しております。従いまして、安定的な配当を継続しつつ、

業界動向を勘案して、増配など株主にとって有益となる還元方法を採用する方針であ

ります。

（１０）その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　　平成２８年２月、当社役員が不正競争防止法違反の容疑で逮捕、平成２８年３月起訴さ

れました。

　　　当社は、今後も司法の公正な判断に委ねるべく司法手続に必要な協力をしていく所

存です。

　　　株主の皆様におかれましては、多大なるご迷惑とご心配をおかけしておりますこと

を重ねて深くお詫び申しあげます。

２．会社の株式に関する事項

（１）発行可能株式総数 ３４，０００，０００株

（２）発行済株式の総数 １２，７４４，０５４株（自己株式 ２３４，８９３株を含む）

（３）当事業年度末の株主数 ２，７４２名

（４）大株主（上位１０名）

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20
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４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

（平成２８年３月３１日現在）

代表取締役社長

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取締役（社外）

監査役（常勤）

監 査 役

監 査 役

取締役（社外）

山　口　　　均

中　神　章　喜

今井田　広　幸

橘　　　佳　樹

古　河　　　誠

高　田　　　泉

永　井　　　剛

山　本　健　司

遠　山　眞　樹

田　原　成　年

笠　原　洋　司

木　村　和　彦

日本スタッコ株式会社　取締役会長

管理本部担当

住宅事業本部長

汎用塗料事業本部長、

住宅事業本部副本部長

汎用塗料事業本部関西支店相談役　
日本スタッコ株式会社　代表取締役社長

株式会社ドミー 監査役（社外）

株式会社ティー・サポート代表取締役

名古屋ビジネスサービス株式会社 監査役（社外）
株式会社メイアン 監査役（社外）

日本住宅無尽株式会社 監査役（社外）
エムエスティー保険サービス株式会社 監査役（社外）
東栄株式会社 監査役（社外）
株式会社中京銀行 監査役（社外）

（退任時の地位及び担当）

取締役　最高顧問

取締役　製造本部長

監査役（社外）

（退任年月日）

平成２７年６月２６日

平成２７年６月２６日

平成２７年６月２６日

遠　山　昌　夫

阿　南　修　一

長谷川　　　厚

（氏　　名）

８

菊水化工（上海）有限公司董事長、菊水香港有限公司董事
菊水科技（常熟）有限公司董事長、台湾菊水股 有限公司董事

経営企画室、工業用塗料事業部、海外事業部　担当

工業用塗料事業部長、海外事業部長、

株式会社Ｔ・コーポレーション取締役
有限会社ジュナコーポレーション代表取締役

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.23/16.05.25

（注）１．取締役のうち山本健司及び遠山眞樹の両氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。
　　　２．監査役のうち笠原洋司及び木村和彦の両氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。
　　　３．取締役山本健司、監査役笠原洋司及び木村和彦は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。
　　　４．当該事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。
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（２）取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分

取 締 役

監 査 役

合 計

支給人員

名１１

４

１５

報酬等の総額

千円１５７，２２３

１７，０５４

１７４，２７７

山本　健司

遠山　眞樹

取締役会
出席状況

１４回中１３回

１２回中１２回

出席率

９３％

１００％

発言状況

主に弁護士の専門的見地から適
宜発言を行っております。

主に企業経営者の見地から適宜
発言を行っております。

　　　　　遠山眞樹は、平成２７年６月２６日開催の第５８期定時株主総会において新たに選任
されたため、出席対象取締役会の回数が他の社外役員と異なります。

９

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.23

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期増加額（取締役４，６１８千円（うち社外取締役７０千円）、監査役
３６４千円（うち社外監査役８４千円））が含まれております。

　　　３．上記のうち社外取締役に対する報酬等の総額は２名５，９６０千円であります。また、社外監査役に対する報酬等の
総額は３名４，０２４千円であります。

　　　４．上記のほか、平成２７年６月２６日開催の定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を下記のとおり支給してお
ります。

　　　　　　　退任取締役　２名　８，９８８千円　
　　　　　　　退任監査役　１名　　８４０千円
　　　　　上記金額には、過年度の事業報告において役員の報酬等に含めた役員退職慰労引当金の繰入額９，０３７千円が含

まれております。
　　　５．取締役の報酬限度額は、昭和６１年２月１８日臨時株主総会決議において年額３億円以内と決議いただいており

ます。（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）
　　　６．監査役の報酬限度額は、昭和６１年２月１８日臨時株主総会決議において年額３千万円以内と決議いただいており

ます。

（３）社外役員に関する事項
　　　①取締役　山本　健司、遠山　眞樹
　　　　　（　）ア重要な兼職先と当社との関係
　　　　・取締役山本健司は、株式会社ドミーの監査役を兼任しております。
　　　　　なお、当社と株式会社ドミーとの間には、特別な取引関係はありません。
　　　　　取締役遠山眞樹は、株式会社ティー・サポート、有限会社ジュナコーポレー

ションの代表取締役、株式会社Ｔ・コーポレーションの取締役を兼務しており
ます。

　　　　　（　）イ当事業年度における主な活動状況
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　　　②監査役　笠原　洋司、木村　和彦
　　　　　（　）ア重要な兼職先と当社との関係
　　　　・監査役笠原洋司は、名古屋ビジネスサービス株式会社の社外監査役及び株式会

社メイアンの社外監査役を兼職しております。なお、当社と名古屋ビジネス
サービス株式会社、株式会社メイアンとの間には特別な取引関係はありません。

　　　　・監査役木村和彦は、日本住宅無尽株式会社、エムエスティー保険サービス株式
会社、東栄株式会社、株式会社中京銀行の社外監査役を兼職しております。
なお、当社と日本住宅無尽株式会社、エムエスティー保険サービス株式会社、
東栄株式会社、株式会社中京銀行との間には特別な取引関係はありません。

　　　　　（　）イ当事業年度における主な活動状況

出席率 発言状況

笠原　洋司

木村　和彦

取締役会
監査役会
出席状況

１４回中１２回

１５回中１３回

１２回中１２回

１２回中１２回

取締役会
８６％
監査役会
８７％
取締役会
１００％
監査役会
１００％

取締役会　　　

監査役会　　　

取締役会　　　

監査役会　　　

取締役会及び監査役会において、
事業会社の監査役としての豊富
な経験から適宜発言を行ってお
ります。

当事業年度における監査期間

仰星監査法人

備　考

会 計 監 査 人平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日

１０

　　　　　木村和彦は、平成２７年６月２６日開催の第５８期定時株主総会において新たに選任
されたため、出席対象取締役会及び監査役会の回数が他の社外役員と異なり
ます。

　　　③責任限定契約の内容の概要
　　　　　当社と社外取締役、社外監査役は、会社法第４２７条第１項及び当社の定款の定め

に基づき、任務を怠ったことによる賠償責任を限定する契約を締結しており、そ
の契約内容の概要は次のとおりであります。

　　　　・社外取締役、社外監査役がその任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場
合において、社外取締役、社外監査役がその職務を行うにあたり善意でかつ重
大な過失がないときは、社外取締役、社外監査役は当社に対し、会社法４２５条
第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負う。

５．会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の氏名又は名称

氏名又は名称

取締役会及び監査役会において、
主に企業経営者の見地から取締
役会において適宜発言を行って
おります。

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.23
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区 分

当事業年度に係る公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

支 払 額

１７，７００千円

１７，７００千円

（注）１．当社と仰星監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれら
の合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計
画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、
当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第３９９条第１
項の同意を行っております。

１１

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（３）会計監査人の解任又は不再任を決定する場合の方針

　　　当社は、会計監査人の独立性をはじめとする職業的専門家としての適格性及び職務

遂行の状況等について常に留意しております。

　　　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容

を決定いたします。

　　　また、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

６．会社の体制及び方針

（１）業務の適正を確保するための体制

　　　①当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

　　　　　当社は、顧客、株主、取引先及び従業員に必要とされる企業、社会的に存在感

のある企業であり続けたいとの願いをこめて、「みんなのために」「よりよい商品」

「ゆたかな愛情」を社是としています。経営方針として「下地から仕上げまでの

総合塗料メーカーをめざす」を掲げ、その実現に向けて「コンプライアンス宣言」

をはじめとする行動規範及び企業倫理の遵守を図っております。

　　　　　当社の内部監査部門は、監査役と連携し、各部門における法令、定款及び社内

規程の遵守状況の監査を通じ、問題点の指摘及び改善策の提案等を行う体制にあ

ります。さらに必要に応じて、子会社に対し内部監査を実施し、法令遵守体制を

拡充させます。

　　　②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　　　当社は、法令及び社内規程に従い、取締役の職務執行に関する情報を、適切に

管理しております。

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.26
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　　　　　取締役会議事録は、取締役会開催ごとに作成され、取締役会事務局により永久
保存されております。

　　　③当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　　　当社は、リスク管理規程に従って、常務会にリスク情報を収集し、重要リスク

を特定・評価するとともに、その重要性に応じてリスクへの対応を図っており
ます。

　　　　　また、万一リスクが生じた場合に備え、危機管理規程を制定し緊急事態対応体
制を強化しています。

　　　④当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するため
の体制

　　　　　当社グループは、その規模特性に応じて、以下により、取締役の職務の執行の
効率化を図ります。

　　　　　（　）ア定期的又は必要のつど開催される取締役会での経営上の重要事項の審議及び
報告

　　　　　（　）イ取締役を構成員とする常務会の設置
　　　　　（　）ウ業務分掌及び職務権限の明確化
　　　　　（　）エ連結ベースでの中期経営計画及び年度予算の策定、進捗管理並びに改善策の

実施

　　　⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　　　当社は、子会社への株主権の行使、役員・人員の派遣、規程の運用、定期的な

内部監査の実施、及び適切な情報伝達等を行っております。

　　　⑥監査役による監査が実効的に行われるための体制
　　　　　（　）ア監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、及び監査
役の当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項

　　　　　　当社は、監査役の職務を補助する使用人を配置しておりません。必要があれ
ば別途配置し、人事考課や人事異動等は通常の使用人と明確に分けて行います。

　　　　　（　）イ当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制及び監査役
へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制　　

　　　　　　監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取
締役会及び常務会に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要な文書
を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることができる体制にあります。

　　　　　　当社は、当社監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、
当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨
を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底しております。

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.23
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　　　　　（　）ウ監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　　　　　当社監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求を
したときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等の処理を行う体制にあり
ます。

　　　　　（　）エその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（１）当社の内部監査部門は、内部監査の計画及び結果の報告を、当社監査役に

対して定期的及び必要に応じて臨時に行って相互の連携を図る体制をとっ
ております。

（２）当社監査役は、会計監査人の会計監査に積極的に立会うことにより連携を
図っております。

　　　⑦反社会的勢力の排除体制
　　　　　当社は、社会的責任及び企業防衛の観点から、反社会的勢力との関係を断固持

たないことを基本方針としております。「反社会的勢力排除に関する規程」を制定
し、管理本部を主管部署として、外部機関と連携しながら、運用を行っており
ます。

　　　　　この取組み方針は全ての従業員に対して徹底しており、個人的にも関係を持た
ないよう、また、異常、不自然な兆候等があった場合には、速やかに管理本部に
連絡することとしております。

　　　　　一切の関係を遮断するため、反社会的勢力からの直接的なアプローチのほか、
機関紙購入や一方的な送付、寄付金・賛助金の支出、クレーム及び示談金の要求、
広告掲載、口止め料等の要求、株主総会関係等による間接的なアプローチに対し
ても常に注意を払って行動しております。

　　　　　反社会的勢力との関係がない旨の確認は、取引先については、新規取引開始時
に反社会的勢力排除に関する取り交わしをし、事前調査を行っております。従業
員については、採用時に履歴書の提出を求めるとともに、担当役員による面談を
必ず実施し、採用予定者の本人確認を行っております。

　　　　　これらにかかわらず、反社会的勢力とは知らずに、当社の意に反して何らかの
関係を有してしまった場合には、相手方が反社会的勢力であると判明した時点、
あるいはその疑いが生じた時点で、速やかに関係を解消するべく対応することと
しております。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　　①コンプライアンスに対する取組みの状況
　　　　　当社は、コンプライアンスに関する内部統制の整備及び監督の実施に向け、

「コンプライアンス宣言」をはじめとする行動規範及び企業倫理の遵守を図るなど、
その他必要な体制の整備を推進しております。

　　　　　コンプライアンスへの理解を深めるため社内研修での教育及び会議体での説明
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　　　　を継続的に行っております。社内手帳に日常的な行動の際の根拠となるエシック
スカードを定め、各人に配布し、役員及び従業員に対して、法令・定款等を遵守
することの徹底を図っております。

　　　　　外部から講師を招きインサイダー情報に関するセミナーを社内で開催する等、
インサイダー情報に対する教育を定期的に行っております。
マイナンバー制度のスタートに向け、「特定個人情報等取扱基本方針」等を制定
するとともに、個人情報保護体制の強化を図っております。

　　　　　当社では、社内の多様性の確保が会社の持続的な成長を確保するうえでの強み
となりうるとの認識に立ち、すべての従業員が生き生きと働き、その能力を十分
に発揮して働くことができるよう、女性活躍推進行動計画を策定・公表しており
ます。

　　　②損失の危険の管理に対する取組みの状況
　　　　　損失の危険の管理に関しては、リスク管理に関する規程に則り、リスク管理体

制の検証及び見直しを行い、体制の整備を行っております。
　　　　　事業継続計画は、ＢＣＰ基本方針をもとに緊急連絡体制を構築する等、緊急時

の体制を整備しております。

　　　③取締役の職務執行について
　　　　　（　）ア当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役９名で構成され、社外監査役

２名を含む監査役３名も出席しております。取締役会を原則として毎月１回以
上開催し、業務に関する重要事項を協議・決定するとともに、グループ各社の
職務執行を監督しております。当事業年度（平成２７年４月１日から平成２８年
３月３１日まで）に取締役会は１４回開催され、各議案についての審議、業務執行
の状況等の監督を行っております。

　　　　　　当社と利害関係を有しない社外取締役及び社外監査役が出席し、取締役会の
職務執行の適法性及び効率性を高めました。活発な意見交換がなされており、
意思決定及び監督の実効性は確保されているものと考えております。

　　　　　（　）イ常務会は、取締役会長、取締役社長、取締役副社長、専務取締役、常務取締役
による構成員と、その他の取締役による準構成員により構成されています。常
務会は、原則として月１回開催され、事業計画の進捗状況を随時チェックし、
結果を迅速に経営に反映させています。

　　　　　（　）ウ当社は、職務権限規程、業務分掌規程及び稟議規程を制定し、業務執行の責任
と権限を明確にし、意思決定の迅速化を図っております。

　　　　　（　）エ当社は、事業計画を策定し、月次決算を行い、達成状況を検証のうえ、その対
策を立案・実行しております。

　　　④内部監査について
　　　　　内部監査部門は、年間の監査計画に基づき、当社各部門及び当社子会社の内部

監査を実施いたしました。
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　　　⑤監査役の職務執行について
　　　　　監査役は、全員が取締役会に出席するほか、常勤監査役は経営会議をはじめと

する社内の重要な会議の出席を通じて、当社グループの重要な情報について適時
報告を受け、内部統制の整備、運用状況を確認しております。また、会計監査人、
内部監査部門と連携を図り監査に立ちあうことにより、モニタリングを行ってお
ります。
当事業年度（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）に監査役会は１５回

開催いたしました。

　　　⑥反社会的勢力排除について
　　　　　当社契約書に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、外部機関の

協力を得て管理本部を中心に継続的に情報を収集する取組みを実施いたしました。
また、愛知県企業防衛対策協議会に参加し、管轄警察署との連携を深めており
ます。

以　上
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連 結 貸 借 対 照 表

（千円未満切捨）

資 産 の 部
千円

負 債 の 部
千円

（平成２８年３月３１日現在）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
長 期 性 預 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

１１，８７３，４７５
３，９６０，８４２
５，７９２，１７７
９３６，２７０
３２８，０６１
３３４，６４１
１２１，７０７
４０６，７２１
△６，９４６

４，９３１，１７５
２，２５０，７３６
６０１，２８５
１７２，９１３
１，１０１，１２１
３６，２７７
２４９，３８０
８９，７５８

７６，９６６

２，６０３，４７２
１，９０９，２５２
３，５９７
１２２，０１６
４１０，０００
１５９，５１９
△９１３

１６，８０４，６５０

流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
１年以内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
完成工事補償引当金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退職給付に係る負債
役員退職慰労引当金
完成工事補償引当金
そ の 他
負 債 合 計

純 資 産 の 部
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

純 資 産 合 計
負債・純資産合計

非支配株主持分

６，２６８，４４１
３，５１９，５１７
１，４７０，４２４
１７６，８４８
４８，８００
１，６６７
７３１，９６３
２１２，４０２
５，９１４
１００，９０２

９２２，９８８
２７，２００
１３９，７１４
４，１６９
４７９，７８４
１２７，９２０
４０，７６３
１０３，４３６
７，１９１，４２９

９，２８３，７６５
１，９７２，７３５
１，６７０，７９５
５，７５８，６４５
△１１８，４１１
２００，７６８
２５０，４２９
△５０，３８６

７２５
１２８，６８７
９，６１３，２２１
１６，８０４，６５０
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１年以内償還予定社債
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連 結 損 益 計 算 書

（千円未満切捨）

金 額

千円

科 目

千円

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

８，８１２

４２，９９０

３８，４２１

１６，７１４

２２，５４０

２，０９５

１６，９９７

２４６，４６３

△３５，４１７

２１，９６１，７１１

１６，３９９，４３６

５，５６２，２７４

４，９９０，１４５

５７２，１２８

９０，２２４

３９，２５４

６２３，０９８

１９，０９２

６０４，００５

２１１，０４６

３９２，９５９

－

３９２，９５９

１７

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
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連結株主資本等変動計算書

（千円未満切捨）

平成２７年４月１日

残 高

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の連結会計

連 結会計年度中の

変 動 額 合 計 額

平成２８年３月３１日

残 高

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

自己株式処分差損の

振 替

年度中の変動額（純額）

平成２７年４月１日

残 高

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の連結会計

連 結会計年度中の

変 動 額 合 計 額

平成２８年３月３１日

残 高

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

自己株式処分差損の

振 替

年度中の変動額（純額）

株 主 資 本

資 本 金

千円

１，９７２，７３５

－

１，９７２，７３５

資本剰余金

千円

１，６７０，７９５

△４，４４８

４，４４８

－

１，６７０，７９５

利益剰余金

千円

５，５９５，３００

△２２５，１６４

３９２，９５９

△４，４４８

１６３，３４５

５，７５８，６４５

自 己 株 式

千円

△１３５，５９８

１７，１８７

１７，１８７

△１１８，４１１

株主資本合計

千円

９，１０３，２３２

△２２５，１６４

３９２，９５９

１２，７３８

－

１８０，５３２

９，２８３，７６５

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評価差額金

千円

３７３，８９５

△１２３，４６５

△１２３，４６５

２５０，４２９

為替換算調整
勘 定

千円

１５，２５６

△６５，６４２

△６５，６４２

△５０，３８６

退職給付に係る
調整累計額

千円

△１９，０１２

１９，７３７

１９，７３７

７２５

その他の包括
利益累計額合計

千円

３７０，１３８

△１６９，３７０

△１６９，３７０

２００，７６８

持 分

千円

－

１２８，６８７

１２８，６８７

１２８，６８７

純資産合計

千円

９，４７３，３７１

△２２５，１６４

３９２，９５９

１２，７３８

－

△４０，６８３

１３９，８４９

９，６１３，２２１

非支配株主

１８

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
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連結注記表

１９

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の状況
　　　　連結子会社の数　　　５社
　　　　主要な連結子会社名　日本スタッコ株式会社

菊水化工（上海）有限公司
　　　　　　　　　　　　　　菊水香港有限公司

菊水建材科技（常熟）有限公司
　　　　　　　　　　　　　　台湾菊水股　有限公司

当連結会計年度より、新たに設立した菊水香港有限公司、菊水建材科技（常熟）
有限公司、台湾菊水股　有限公司を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数
　　　　該当事項はありません。
（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
　　　　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社　日本スタッコ株式会社の決算日は、３月２０日であります。

菊水化工（上海）有限公司、菊水香港有限公司、菊水建材科技（常熟）有限公司、
台湾菊水股　有限公司の決算日は、１２月３１日であります。

　　　連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を利用し、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法
　　　②デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　　　時価法
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　　　③たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　　　　　　製品・仕掛品　　総平均法
　　　　　　商品・原材料　　移動平均法
　　　　　　貯　　蔵　　品　　最終仕入原価法
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定率法によっております。
　　　　　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
　　　　　　建物　　　１７～５０年
　　　　　　機械　　　７～９年

②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定額法によっております。なお、自社利用ソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
　　　③リース資産

（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法によっております。

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は、残価保証
額）とする定額法によっております。

　　　④長期前払費用
　　　　　均等償却によっております。
（３）重要な引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金
　　　　　売掛金等の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率に基づき算定した金額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　②役員退職慰労引当金
　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は内規に基づく期末要支給額を計

上しております。
（追加情報）

　　　　　当社は、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を役員退職慰労引当金として計上しておりましたが、平成２７年６月２６日開催
の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。

　　　　　これに伴い、同総会終結の時まで在任期間に対応した役員退職慰労金を打ち切
り支給することとし、その支給の時期につきましては、各取締役及び各監査役の
退任時とし、具体的な金額、方法等は、取締役は取締役会に、監査役については
監査役会に一任することを決議いたしました。このため、当該支給見込額につい
ては、引き続き役員退職慰労引当金に含めて計上しております。

最終データ保存日：16.05.16

２０
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最終データ保存日：16.05.16/16.05.20

　　　③完成工事補償引当金
　　　　　完成工事に対する瑕疵担保責任に基づく補償費用の支出に備えるため、個別に

補償費用を見積もって計上しております。
（４）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　　①退職給付に係る会計処理の方法
　　　　・退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　　　　・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により費用処理しております。
　　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。

　　　②完成工事高の計上基準
　　　　　当連結会計年度に着手した工事契約から当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事について工事進行基準（工事の進捗率の見積
もりは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており
ます。

　　　③消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　　　④のれんは、５年間で均等償却することとしております。

５．会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 平成２５年９月１３日。以下「企
業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第２２号
平成２５年９月１３日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基
準」（企業会計基準第７号 平成２５年９月１３日。以下「事業分離等会計基準」という。）
等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の
持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した
連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。

　　　また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処
理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結
計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及
び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第５８－２項（４）、連結会

計基準第４４－５項（４）及び事業分離等会計基準第５７－４項（４）に定める経過的な取扱
いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　　　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額はありません。
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６．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い）

　　　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株

式を交付する取引を行っておりましたが、平成２７年８月をもって信託は終了しており

ます。

（１）取引の概要

当社が「菊水化学工業社員持株会」（以下「当社持株会」）に加入する従業員のうち

一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は平成２３年９月か

ら５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める

取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会

に売却します。

　　　　当社株式の取得及び処分については、当社と信託口は一体であるとする会計処理

をしております。従って、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損

益については連結貸借対照表及び連結損益計算書に含めて計上しております。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に

より、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及

び株式数は、前連結会計年度１７，１８７千円、３４千株であります。当連結会計年度にお

いては、信託期間が終了しているため、信託に残存する当社株式はありません。

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　　　　前連結会計年度６０，０００千円

　　　　当連結会計年度おいては、信託期間が終了しているため、計上された借入金の帳

簿価額はありません。

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

が平成２８年３月２９日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算（ただし、平成２８年４月１日以降解消されるものに限る）に使

用した法定実効税率は、前連結会計年度の３２．１％から、回収又は支払が見込まれる期

間が平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までのものは３０．７％、平成３０年４月１日

以降のものについては３０．５％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が１１，２５４千

円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が１５，１４３千円、その他有価証

券評価差額金が３，８７２千円、退職給付に係る調整累計額が１６千円それぞれ増加しており

ます。

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20/16.05.23
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決 議

定時株主総会

取 締 役 会

株式の種類

普通株式

普通株式

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

平成２７年６月２６日

平成２７年１１月１３日

１３７，６００

　８７，５６４

１１

７

平成２７年３月３１日

平成２７年９月３０日

平成２７年６月２９日

平成２７年１２月７日

２３

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度
となるもの

　　　　平成２８年６月２９日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項
を次のとおり提案しております。

　　　　①配当の総額　　　　　　　　　１１２，５８２千円
　　　　②１株当たり配当額　　　　　　　　　９円
　　　　③基　準　日　　　　　　平成２８年３月３１日
　　　　④効力発生日　　　　　　平成２８年６月３０日
　　　　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達

については銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は利用しておりません。
（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに左右されます。当該

リスクに関しては、当社グループの与信管理に関する社内規程に従い、取引先ごと
の期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握
する体制としております。

　　　　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに左右されますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握する体制としております。

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20

連結貸借対照表等に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，０６８，００２千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２，７４４，０５４株

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額
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　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり
ます。

　　　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、リース債務及び
長期借入金は主に設備投資に係る設備資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成２８年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する事が極めて困難と認
められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

　　その他有価証券

連結貸借対照表
計 上 額

（千円）

（３，５１９，５１７）

（１，４７０，４２４）

時 価

（千円）

（３，５１９，５１７）

（１，４７０，４２４）

差 額

（千円）
（１）現金及び預金

（２）受取手形及び売掛金

（３）投資有価証券

（４）支払手形及び買掛金

（５）短期借入金

（６）デリバティブ取引

３，９６０，８４２　

５，７９２，１７７　

１，９０８，７５２　

３，９６０，８４２　

５，７９２，１７７　

１，９０８，７５２　

－　 －　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

（注）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。
（３）投資有価証券
　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　　　なお、有価証券はその他有価証券として保有しております。
　　　　また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及

びこれらの差額については次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合 計

種 類

株 式
債 券

株 式
債 券

取得原価

（千円）

４３０，４０４
２２９，００７

５１１，４８３
６６１，４９１

１，８３２，３８６

連結貸借対照表
計 上 額

（千円）

７７１，３６１
２３９，７８９

３２２，３１９
５７５，２８１

１，９０８，７５２

差 額

（千円）

３４０，９５６
１０，７８２

△１８９，１６３
△８６，２０９

７６，３６５

最終データ保存日：16.05.16

２４
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現金及び預金

受取手形及び売掛金

（千円） （千円）

―

―

（千円）

―

―

１０年超
（千円）

―

―

５年超１０年以内１年超５年以内１年以内

３，９６０，８４２

５，７９２，１７７

賃貸等不動産に関する注記
　　該当事項はありません。

１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　７５８円２０銭
　　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　３１円４３銭

重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

２５

（４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金
　　　　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。
（６）デリバティブ取引
　　　　該当事項はありません。

（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額５００千円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて
困難と認められるため、「（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりま
せん。

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

最終データ保存日：16.05.16/16.05.20
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◯印

◯印

独立監査人の監査報告書

仰 星 監 査 法 人
菊水化学工業株式会社
取締役会　御中

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、菊水化学工業株式会社の平成２７年４月１日か
ら平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、菊水化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上

◯印

代 表 社 員
業務執行社員

代 表 社 員
業務執行社員

業務執行社員

公認会計士

公認会計士

公認会計士

柴 田 和 範

三 宅 恵 司

元 雄 幸 人

最終データ保存日：16.05.14

平成２８年５月１１日

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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貸 借 対 照 表

（千円未満切捨）

資 産 の 部 負 債 の 部
千円 千円

純 資 産 の 部
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金
自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
純 資 産 合 計
負債・純資産合計

（平成２８年３月３１日現在）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社出資金
繰 延 税 金 資 産
長 期 性 預 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

９，８７４，１３０
２，２６９，９３５
２，１６１，２７８
３，３６２，４５８
８９６，４２８
３２８，０４２
３１０，１８９
１０９，６９２
４１４，６５９
２８，３９０
△６，９４６

６，２９４，９５７
２，１３７，５２４
５５０，２９２
９，４３９
１２８，７１７

９０
８６，２０５

１，０７７，１２１
３６，２７７
２４９，３８０
７５，５８０
３４，７８５
４０，７９４

４，０８１，８５３
１，９０１，９５６
１，４２２，４２９
７６，６１９
１２２，３３４
４１０，０００
７６，２７５
７３，１５０
△９１３

１６，１６９，０８７

流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
完成工事補償引当金
そ の 他
固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
完成工事補償引当金
預 り 保 証 金
資 産 除 去 債 務
負 債 合 計

１年以内返済予定長期借入金
１年以内償還予定社債

５，７５４，６４３
３，２０３，９８６
１，３５０，０００
１６２，８５６
４８，８００
１，６６７
１６，５８６
６９７，４７３
２０９，０２７
４，４４７
１０，８９０
４２，１６９
５，９１４
８２４

８８０，５８８
２７，２００
１０７，１４８
４，１６９
４７８，１０５
１２７，９２０
４０，７６３
８３，９１９
１１，３６１

６，６３５，２３２

９，２８２，８００
１，９７２，７３５
１，６７０，７９５
１，６７０，７９５
５，７５７，６８１
３４８，５２５
５，４０９，１５６
３，７８０，０００
１，６２９，１５６
△１１８，４１１
２５１，０５４
２５１，０５４
９，５３３，８５５
１６，１６９，０８７

最終データ保存日：16.05.14
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損 益 計 算 書

（千円未満切捨）

科 目 金 額

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

千円

６，３２９

４２，８８３

３２，２１９

１３，３５８

１９，７６１

２，０９５

１５，８１０

２４３，１３３

△２８，４９６

千円

２１，０６７，５０７

１５，８９９，９４２

５，１６７，５６４

４，５７５，３４５

５９２，２１８

８１，４３２

３３，１１９

６４０，５３２

１７，９０６

６２２，６２５

２１４，６３６

４０７，９８８

最終データ保存日：16.05.14
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株主資本等変動計算書

（千円未満切捨）

千円

残 高

事 業 年 度 中 の

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の事業

事 業 年 度 中 の

変 動 額 合 計 額

平成２８年３月３１日

残 高

変 動 額

自己株式の処分

自 己 株 式 処 分

差 損 の 振 替

年度中の変動額（純額）

資本剰余金
合 計

株 主 資 本

資 本 金

千円

１，９７２，７３５

－

１，９７２，７３５

資本剰余金

資本準備金

千円

１，６７０，７９５

－

１，６７０，７９５

資本剰余金

千円

－

△４，４４８

４，４４８

－

－

そ の 他

１，６７０，７９５

△４，４４８

４，４４８

－

１，６７０，７９５

利益剰余金

利益準備金

千円

３４８，５２５

－

３４８，５２５

その他利益剰余金

別途積立金

千円

３，７８０，０００

－

３，７８０，０００

繰 越
利益剰余金

千円

１，４５０，７８０

△２２５，１６４

４０７，９８８

△４，４４８

１７８，３７５

１，６２９，１５６

利益剰余金
合 計

千円

５，５７９，３０５

△２２５，１６４

４０７，９８８

△４，４４８

１７８，３７５

５，７５７，６８１

平成２７年４月１日

残 高

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の事業

事 業 年 度 中 の

変 動 額 合 計 額

平成２８年３月３１日

残 高

変 動 額

自 己 株 式 処 分

差 損 の 振 替

事 業 年 度 中 の

年度中の変動額（純額）

株 主 資 本

自 己 株 式

千円

△１３５，５９８

１７，１８７

１７，１８７

△１１８，４１１

株主資本合計

千円

９，０８７，２３８

△２２５，１６４

４０７，９８８

１２，７３８

－

１９５，５６２

９，２８２，８００

評価・換算差額等

その他有価証券
評 価 差 額 金

千円

３７２，９１２

△１２１，８５７

△１２１，８５７

２５１，０５４

評価・換算
差額等合計

千円

３７２，９１２

△１２１，８５７

△１２１，８５７

２５１，０５４

純資産合計

千円

９，４６０，１５０

△２２５，１６４

４０７，９８８

１２，７３８

－

△１２１，８５７

７３，７０４

９，５３３，８５５

平成２７年４月１日

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

最終データ保存日：16.05.14
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　　　時価のないもの
　　　　　　　移動平均法による原価法
（２）デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　　時価法
（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　　　　　①製品・仕掛品　　総平均法
　　　　　②商品・原材料　　移動平均法
　　　　　③貯　　蔵　　品　　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定率法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
　　　　　建物　　　１７～５０年
　　　　　機械　　　７～９年
（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法によっております。なお、自社利用ソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
（３）リース資産

（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法によっております。

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は、残価保証額）
とする定額法によっております。

（４）長期前払費用
　　　　均等償却によっております。

最終データ保存日：16.05.17
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３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金
　　　　売掛金等の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸

倒実績率に基づき算定した金額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２） 退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、計上しております。
　　　１．退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　　　２．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により費用処理しております。
　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。

（３）役員退職慰労引当金
　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。
（追加情報）

　　　　当社は、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を役員退職慰労引当金として計上しておりましたが、平成２７年６月２６日開催の定
時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。

　　　　これに伴い、同総会終結の時まで在任期間に対応した役員退職慰労金を打ち切り
支給することとし、その支給の時期につきましては、各取締役及び各監査役の退任
時とし、具体的な金額、方法等は、取締役は取締役会に、監査役については監査役
会に一任することを決議いたしました。このため、当該支給見込額については、引
き続き役員退職慰労引当金に含めて計上しております。

（４）完成工事補償引当金
　　　　完成工事に対する瑕疵担保責任に基づく補償費用の支出に備えるため、個別に補

償費用を見積もって計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
　　完成工事高の計上基準
　　　当事業年度に着手した工事契約から当事業年度末までの進捗部分について成果の確
実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例
法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

最終データ保存日：16.05.17
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最終データ保存日：16.05.17/16.05.20

５．その他計算書類作成のため基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

６．会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 平成２５年９月１３日。以下「企
業結合会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７
号 平成２５年９月１３日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度から
適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしま
した。

　　　また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の
確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反
映させる方法に変更いたします。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第５８－２項（４）、及び事業
分離等会計基準第５７－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期
首時点から将来にわたって適用しております。

　　　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響額はありません。

７．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い）
　　　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株
式を交付する取引を行っておりましたが、平成２７年８月をもって信託は終了しており
ます。
（１）取引の概要

当社が「菊水化学工業社員持株会」（以下「当社持株会」）に加入する従業員のう
ち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は平成２３年９月
から５年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定め
る取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株
会に売却します。

　　　　当社株式の取得及び処分については、当社と信託口は一体であるとする会計処理
をしております。従って、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損
益については貸借対照表及び損益計算書に含めて計上しております。

（２）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に

より、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及
び株式数は、前事業年度１７，１８７千円、３４千株であります。当事業年度においては、
信託期間が終了しているため、信託に残存する当社株式はありません。
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最終データ保存日：16.05.17/16.05.20

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
　　　　前事業年度６０，０００千円
　　　　当事業年度おいては、信託期間が終了しているため、計上された借入金の帳簿価

額はありません。

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）
　　　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」
が平成２８年３月２９日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算（ただし、平成２８年４月１日以降解消されるものに限る）に使用し
た法定実効税率は、前事業年度の３２．１％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成
２８年４月１日から平成３０年３月３１日までのものは３０．７％、平成３０年４月１日以降のも
のについては３０．５％にそれぞれ変更されております。
その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が１１，０７９千
円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が１４，９５１千円、その他有価証券評
価差額金が３，８７２千円、それぞれ増加しております。

貸借対照表等に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，５６３，７５２千円
２．債務保証
　　　次の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

菊水化工（上海）有限公司 １９，１２０千円
　　　　　日本スタッコ株式会社　　　　　　　　　　　　１４６，５５８千円
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。
　　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　６９，７３０千円
　　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　６０，０３６千円
４．取締役に対する金銭債権は次のとおりであります。
　　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　３，５１３千円

損益計算書に関する注記
　関係会社との取引
　　　　営業取引による取引高
　　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７，３９２千円
　　　　　仕入高　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８８，５９４千円
　　　　　その他の営業取引　　　　　　　　　　　　　　４２，３４３千円
　　　　営業取引以外の取引による取引高　　　　　　　　５，２１０千円

株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３４，８９３株
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投資有価証券評価損

未払事業税

未払費用

一括償却資産

減価償却超過額

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

完成工事補償引当金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金資産純額

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）

７５，７６７千円

１５，８８３千円

６８，４７３千円

１，４５１千円

７，３５７千円

１４５，７７０千円

３９，０１１千円

１４，３３０千円

２０，７８８千円

３８８，８３４千円

△８２，５９８千円

３０６，２３６千円

△７４，２０９千円

△７４，２０９千円

２３２，０２７千円

３４

税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内訳

（注） 当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれてお
ります。

　　　　　流動資産　－　繰延税金資産　　　　　　１０９，６９２千円
　　　　　固定資産　－　繰延税金資産　　　　　　１２２，３３４千円

１株当たり情報に関する注記

　　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　７６２円１５銭
　　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　３２円６３銭

重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

以　上

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.23
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独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書

◯印

◯印

仰 星 監 査 法 人
菊水化学工業株式会社
取締役会　御中

◯印

代 表 社 員
業務執行社員

代 表 社 員
業務執行社員

業務執行社員

公認会計士

公認会計士

公認会計士

柴 田 和 範

三 宅 恵 司

元 雄 幸 人

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、菊水化学工業株式会社の平成２７年４月
１日から平成２８年３月３１日までの第５９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上

最終データ保存日：16.05.14

会計監査人の監査報告書　謄本

平成２８年５月１１日

３５
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◯印

◯印

◯印

以 上

菊水化学工業株式会社　監査役会
監査役（常勤） 田 原 成 年

監査役会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第５９期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

２）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使
用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」（会社計算規
則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
１）事業報告等の監査結果
　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
　　　但し、事業報告に記載のとおり当社取締役が逮捕、起訴されております。当監査役会としては、

今後の公判の推移を注視してまいります。
　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容及びその運用状況は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成２８年５月１２日

社外監査役　笠　原　洋　司
社外監査役　木　村　和　彦

最終データ保存日：16.05.14
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株主総会参考書類

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

所有する当社
株 式 の 数略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

１
（昭和２３年３月１３日生）

山　口　　　均

昭和４５年３月
平成１４年６月
平成１９年１１月
平成２０年４月
平成２０年９月

平成２５年２月
平成２５年３月　

平成２３年６月
　　　　　　
平成２４年４月
　　　　　　

平成２７年６月
　　　　　　

当社入社
当社取締役管理本部長兼資材部長
当社取締役営業部門統括担当
当社常務取締役営業部門統括担当
当社常務取締役営業部門統括兼資材部担当

当社専務取締役兼管理本部、製造本部担当、
住宅事業本部統括
当社代表取締役社長（現在に至る）
日本スタッコ株式会社　代表取締役社長
日本スタッコ株式会社　取締役会長
（現在に至る）

当社専務取締役兼管理本部、資材部、製造
本部担当 ２９，０００株

３７

やま ぐち ひとし

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

　　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　　期末配当に関する事項

　　　　　当社は株主の皆様への利益還元を重要な課題のひとつと考え、配当につきまし

ては、安定配当の継続を基本とし、業績動向及び今後の事業展開に備えるための

内部留保等を勘案いたしまして決定する方針としております。この配当方針に基

づき、当期の期末配当につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

（１）配当財産の種類

　　　　　　金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　　　　当社普通株式　　１株につき金９円

　　　　　　総　　　　額　　１１２，５８２，４４９円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　　　平成２８年６月３０日

第２号議案　取締役７名選任の件

取締役全員（９名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、あら

ためて取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　　取締役候補者は、次のとおりです。

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20/16.05.23
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

所有する当社
株 式 の 数略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

５

２

３

４

中　神　章　喜
（昭和３０年５月１６日生）

昭和５３年３月
平成１６年３月
平成１８年４月
平成２１年６月
平成２２年１月
平成２４年４月

　　　　　　　

　　　　　　　
平成２６年４月
　　　　　　　
平成２６年８月
　　　　　　　

当社入社
当社技術開発部部長
当社理事営業本部長
当社取締役建材塗料事業本部本部長
当社取締役セラミック事業部長
当社取締役セラミック営業部長
当社常務取締役兼管理本部、資材部、購買
部担当
当社常務取締役兼管理本部、資材部、技術
開発本部、セラミック事業部担当
当社常務取締役兼管理本部、製造本部、資
材部担当
当社常務取締役兼管理本部担当
（現在に至る）　

２１，６００株

今井田　広　幸
（昭和３１年１２月１７日生）

昭和５６年３月
平成１０年２月
平成１７年３月
平成１８年６月
平成１９年３月
平成２４年４月
　　　　　　　
平成２５年６月
平成２５年１０月
　　　　　　　

当社入社
当社名古屋支店長
当社理事住宅事業部長
当社取締役住宅事業部長
当社取締役住宅事業本部長
当社取締役住宅事業本部長兼セラミック事
業部長
当社取締役兼住宅事業本部長
当社常務取締役兼住宅事業本部長
（現在に至る）

１９，３００株

永　井　　　剛

昭和５８年４月
平成３年４月
平成３年５月
平成２３年２月
平成２６年９月
平成２６年１０月
平成２６年１１月
　　　　　　　

平成２７年６月

　　　　　　　

BASF　L＆F入社
同社退社
ダイキン工業株式会社入社
ダイキンフッ素化学中国（出向）統括部長
同社退社
当社入社

６，１００株

昭和６３年３月
平成２１年９月
平成２２年５月　
平成２３年６月
　　　　　　　

当社入社

当社理事管理本部長（現在に至る） １０，０００株

（昭和３４年９月１０日生）

（昭和４０年３月６日生）

稲　葉　信　彦

※

３８

当社理事兼海外事業部統括部長兼菊水化工
（上海）有限公司董事長（現在に至る）

平成２７年４月 菊水香港有限公司董事（現在に至る）
当社取締役兼海外事業部長
当社取締役兼工業用塗料事業部長　
兼海外事業部長（現在に至る）

　　　　　　　

平成２７年１１月

平成２８年１月 菊水建材科技（常熟）有限公司董事長兼
台湾菊水股 有限公司董事（現在に至る）

日本スタッコ株式会社取締役
（現在に至る）

平成２５年２月

平成２５年６月

なか がみ あき よし

いまい だ ひろ ゆき

なが い ごう

いな ば のぶ ひこ 当社管理本部副本部長
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－ －

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

所有する当社
株 式 の 数略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

山　本　健　司

昭和６０年４月
　　　　　　　
平成２年４月
平成１６年８月

弁護士登録
福岡宗也法律事務所勤務
山本健司法律事務所開設
株式会社ドミー　監査役就任
（現在に至る）
当社社外取締役就任（現在に至る）

－株

遠　山　眞　樹
（昭和３７年１月２０日生）

昭和６２年１月
昭和６３年６月
昭和６３年１１月
　　　　　　　
平成１５年９月
　　　　　　　

　　　　　　　
平成２６年８月
　　　　　　　
平成２７年６月

株式会社シュウウエムラ化粧品入社
同社退社
遠山有限会社
（現：株式会社ティー・サポート）入社
有限会社ジュナコーポレーション入社　
代表取締役就任（現在に至る）
株式会社Ｔ・コーポレーション入社　
取締役就任（現在に至る）
株式会社ティー・サポート代表取締役就任
（現在に至る）
当社社外取締役就任（現在に至る）

１２２，７６０株

３９

６

７

　　　　　　　
平成２６年６月

平成２１年９月

やま もと けん じ

とお やま ま き

（注）１．※印は、新任候補者であります。
　　　２．山本健司氏及び遠山眞樹氏は社外取締役候補者であります。
　　　　　なお、当社は山本健司氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、

同氏が原案どおり選任された場合、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
　　　３．山本健司氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識によって、当社の経営

基盤の強化及び、より一層の内部統制の充実を図ることを期待したためであります。
　　　４．当社は社外取締役が期待できる役割が発揮できるよう、当社と山本健司氏との間で、会社法第４２７条第１項及

び当社の定款の定めに基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏が
原案どおり選任された場合、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

　　　５．山本健司氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時をもって２年であ
ります。

　　　６．遠山眞樹氏を社外取締役候補者とした理由は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識によって、当社の経営
基盤の強化及び、より一層の内部統制の充実を図ることを期待したためであります。

　　　７．当社は社外取締役が期待できる役割が発揮できるよう、当社と遠山眞樹氏との間で、会社法第４２７条第１項及
び当社の定款の定めに基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏が
原案どおり選任された場合、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

　　　８．遠山眞樹氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時をもって１年であ
ります。

　　　９．候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。

（昭和３１年９月１９日生）
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－ －

候補者
番 号 （生年月日）

氏 名
株 式 の 数
所有する当社略歴、地位及び重要な兼職の状況

第３号議案　監査役２名選任の件
　　監査役田原成年氏及び笠原洋司氏は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりま
すので、あらためて監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　　監査役候補者は、次のとおりです。

※

１

２

※

古　河　　　誠
（昭和３１年４月２８日生）

昭和５４年３月

平成１６年９月

平成１８年４月

平成１９年６月

　　　　　　　

平成１９年１０月

平成２２年１月

　　　　　　　

平成２４年１１月

平成２５年６月

平成２６年６月

平成２７年４月

　　　　　　　

当社入社

当社管理本部副本部長

当社理事経営企画室長

当社取締役経営企画室長兼

セラミック事業部市場開発部長

当社取締役セラミック事業部長

当社取締役建材塗料事業本部副本部長兼

東ブロック長

当社取締役建材塗料事業本部長

日本スタッコ株式会社　取締役就任

日本スタッコ株式会社　取締役退任

当社取締役住宅事業本部副本部長

（現在に至る）

１８，５００株

加　藤　伸　二
（昭和３２年２月６日生）

昭和５８年１０月

昭和６２年３月

平成元年６月

平成元年７月

　　　　　　　

伊東会計事務所（元みすず監査法人）入所

公認会計士第三次試験合格

同所退所

公認会計士加藤伸二事務所開設

（現在に至る）

－株

以　上

４０

（注）１．※印は、新任候補者であります。
　　　２．加藤伸二氏は社外監査役候補者であります。なお、原案どおり選任された場合、当社は加藤氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出する予定であります。
　　　３．加藤伸二氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士として豊富な経験と幅広い見識によって、当社の監

査に反映していただきたいためであります。
　　　４．加藤伸二氏の選任が承認された場合には、当社は同氏との間で、会社法第４２７条第１項及び当社の定款の定め

に基づき、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
　　　５．候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。

ふる かわ まこと

か とう しん じ

最終データ保存日：16.05.17/16.05.20
WAVE4-きくすいかがく-第59期定時株主総会招集ご通知-40　校了日：16.05.26



－ －

メモ
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アイリス愛知　２階　コスモス　　
名古屋市中区丸の内二丁目５番１０号

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

（ ）

地下鉄　桜通線「丸の内駅」④番出口から徒歩約８分
地下鉄　鶴舞線「丸の内駅」①番出口から徒歩約８分（ ）
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